
に関 児童扶養手当の支給を行うことにより、ひとり親家庭の経済的な支援となる。
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的
展開方向

図ります。
支援要件に該当する児童(１８歳に達する日以後の３月３１日までにあるもの）を監護する父、母又は養育 毎年８月の現況届により受給者に適切な支給を行う。
者に支給する。 児童扶養手当法の一部改正により、児童扶養手当を受け取れるようになる障害年金受給者のひとり親へ制度
また、児童扶養手当法の一部改正により、令和３年３月分から、児童扶養手当の額と障害年金の子の加算部 当該年度 の周知を行う。
分の額との差額を児童扶養手当として受け取れるようになる。 執行計画 令和４年１月に端末入れ替えに伴うシステムセットアップを行う。

(3)事業内容 内　　容

登録受給者数（父、母、養育者） 想定値 820当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 年間６回支給する手当の適切処理 直接 適正支給した件数／総支給件数の割合 ％ 100 100

令和 4年度 年間６回支給する手当の適切処理 直接 適正支給した件数／総支給件数の割合 ％ 100

令和 5年度 年間６回支給する手当の適切処理 間接 適正支給した件数／総支給件数の割合 ％ 100

頻繁な制度改正があるため、迅速な対応が求められる。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

扶助費（児童扶養手当） 326,400 扶助費（児童扶養手当） 312,000 扶助費（児童扶養手当） 312,000 扶助費（児童扶養手当） 312,000
需用費 39 需用費 40 需用費 40 需用費 40
役務費 590 役務費 675 役務費 675 役務費 675

障害認定業務委託料 20 障害認定業務委託料 20 障害認定業務委託料 20 障害認定業務委託料 20

パート会計年度（データ整理員）3人 パート会計年度（データ整理員）3人 パート会計年度（データ整理員）3人 パート会計年度（データ整理員）3人
実施内容 報酬 1,010 報酬 1,010 報酬 1,010 報酬 1,010

費用弁償 33 費用弁償 33 費用弁償 33 費用弁償 33
(8)施行事項

費　　用
子ども福祉システム使用料 3,690 子ども福祉システム使用料 3,690 子ども福祉システム使用料 3,690 子ども福祉システム使用料 3,690
子ども福祉システム保守管理委託料 832 子ども福祉システム保守管理委託料 832 子ども福祉システム管理委託料 832 子ども福祉システム管理委託料 832

〔6月補正〕 ＊ 子ども福祉システム設定業務委託料 99
扶助費（児童扶養手当受給者に
対する臨時給付金（市）） 32,500 パート会計年度（事務補佐職員）産休代
需用費 4 報酬 1,513
手数料 72 職員手当等 105

共済費 247
費用弁償 62

予算(決算)額 合　　計 365,190 合　　計 320,326 合　　計 318,300 合　　計 318,300
国庫支出金 補助率 33 ％ 108,800 補助率 33 ％ 104,000 補助率 33 ％ 104,000 補助率 33 ％ 104,000
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 256,390 216,326 214,300 214,300

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.36 1.36 1.53 1.53
正職員人件費 11,832 12,104 13,617 13,617

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 377,022 332,430 331,917 331,917
(11)単位費用

443.56千円／件 405.4千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

児童扶養手当法に基づくひとり親家庭の児童の健全育成のため、経済的支援は必要である。 ○①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
民生委員の協力が必要

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 332,430 44,592
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

11.83

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.03

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1334 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 ひとり親家庭の経済的支援の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 児童扶養手当支給事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1.36 人）
(1)事業概要

(当　初) 332,430 千円 (うち人件費 12,104 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手当や助成金などの経済的支援を行い、子育て



に関 ０歳から中学３年生までの医療に関する費用等を負担する保護者に助成を行うことにより、その保護者の経
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的 済的負担の軽減を図る。また高校生等相当年齢の子どもに対しても医療に関する費用の助成を行い、子育て
展開方向

図ります。 支援を推進する。
０歳から中学３年生までの子どもに対して、入院・通院にかかった保険診療分の医療費を助成する。入院１ ４月～３月　　償還払いの審査・支払業務及び受給券随時発送
日、通院１回３００円又は無料で受診できる。　 　　７月末　　受給券更新作業及び更新後の受給券一斉送付
高校生等１８歳の年度末までの子どもに対して、入院・通院にかかった保険診療分の医療費を助成する。所 当該年度 令和４年１月に端末入れ替えに伴うシステムセットアップを行う。
得制限あり。償還払いで、入院１日、通院１回５００円の自己負担を差し引いて還付する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

子ども医療費助成登録者数 想定値 16,000当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 子育てを行う家庭における経済的負担の軽減を図る。 直接 適正に支給した件数／総支給件数 % 100 100

令和 4年度 子育てを行う家庭における経済的負担の軽減を図る。 直接 適正に支給した件数／総支給件数 % 100

令和 5年度 子育てを行う家庭における経済的負担の軽減を図る。 直接 適正に支給した件数／総支給件数 % 100

他公費医療制度やスポーツ振興センター災害共済給付金が優先適用されるものの審査を適正に行う必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

（政策） 子ども医療費助成 291,264 子ども医療費助成 291,264 子ども医療費助成 291,264
＊ 子ども医療費助成 358,020 国保・支払基金手数料 13,233 国保・支払基金手数料 13,233 国保・支払基金手数料 13,233
＊ 国保・支払基金手数料 14,014 受給券印字・封入封緘委託料 256 受給券印字・封入封緘委託料 256 受給券印字・封入封緘委託料 256
＊ 受給券印字・封入封緘委託料 264 受給券等印刷製本費 238 受給券等印刷製本費 238 受給券等印刷製本費 238
＊ 受給券等印刷製本費 256 通信運搬費 1,086 通信運搬費 1,086 通信運搬費 1,086
＊ 通信運搬費 912 子ども福祉システム使用料 1,845 子ども福祉システム使用料 1,845 子ども福祉システム使用料 1,845
＊ 子ども福祉システム使用料 1,845 子ども福祉システム保守管理委託料 425 子ども福祉システム保守管理委託料 425 子ども福祉システム保守管理委託料 425

実施内容 ＊ 子ども福祉システム保守管理委託料 425
高校生等医療費助成 34,500 高校生等医療費助成 34,500 高校生等医療費助成 34,500

(8)施行事項
費　　用 ＊ 高校生等医療費助成 24,000

＊ 子ども福祉システム改修委託料 825 ＊ 子ども福祉システム設定業務委託料 50
＊ 子ども福祉システムライセンス料 37

予算(決算)額 合　　計 400,598 合　　計 342,897 合　　計 342,847 合　　計 342,847
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 50 ％ 93,008 補助率 50 ％ 76,124 補助率 50 ％ 76,124 補助率 50 ％ 76,124
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 307,430 266,563 266,513 266,513

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 160 □特会 □受益 □基金 □その他 210 □特会 □受益 □基金 □その他 210 □特会 □受益 □基金 □その他 210
換算人数(人) 0.91 1 1 1
正職員人件費 7,917 8,900 8,900 8,900

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 408,515 351,797 351,747 351,747
(11)単位費用

27.23千円／件 21.99千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

子育て中の親は、育児に関する支出が多く、その中でも医療機関で受診する支出割合が多いことから医療費を助成するこ ○①事前確認での想定どおり
とによって子育て世代を経済的支援する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市内医療機関の協力を得ている。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 351,797 56,718
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

13.88

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.03

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1341 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 子ども医療費助成事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成15年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 351,797 千円 (うち人件費 8,900 千円）⑦事業費
総事業費 403,545 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画　健康福祉総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手当や助成金などの経済的支援を行い、子育て



育ニーズを踏 学童保育室の施設を充実させるため、計画的に施設整備を図る。
施策目的・

(2)目的 まえながら、保育サービスの質の向上を図ります。また、保育園が有する専門的なノウハウをいかし、地域 事業目的
展開方向

における子育て拠点として子育てをともに支える体制を整備します。
令和元年度に見直しを行った「第二次我孫子市放課後子ども総合プラン行動計画」及び個別施設計画を踏ま 新型コロナウイルス感染症対策として、学童保育室空調設備更新工事に伴う設計業務委託及び工事施工（並
え、各施設の老朽化対応及び長寿命化を図ります。 木小・湖北台西小・布佐小）を行う。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

工事施工保育室数 想定値 3当該年度
単位 保育室

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 新型コロナウイルス感染症対策として、換気しながらの保育が求められる。空調設備を更新する事により風力増大が見込まれ、 直接 施設の老朽化・長寿命化に係る施設整備。 保育室 3 3
該当保育室利用児童が快適に過ごすことが出来る。

令和 4年度 増大する学童保育需要への対応、施設老朽化・長寿命化への対応、児童福祉の向上をめざした施設の整備 直接 施設修繕箇所数又は修繕検討施設数 保育室 1
・新木小学童屋上、外壁等改修工事設計

令和 5年度 増大する学童保育需要への対応、施設老朽化・長寿命化への対応、児童福祉の向上をめざした施設の整備 直接 施設修繕箇所数又は修繕検討施設数 保育室 2
・二小学童屋上、外壁等改修工事設計　新木小学童保育室屋上、外壁等改修工事
学童保育室の施設や設備について、老朽化が著しいものがあり故障した場合等、迅速な対応が難しい場合がある。また、一部の

(7)事業実施上の課題と対応 保育室では学童利用児童数増加により保育室の専有面積確保が難しい。学校自体の児童数増や特別支援教室増により、普通教室 代替案検討 ○有 ●無
が不足しているため、学童保育室を学校敷地内で増設することが困難な状況となっている。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

【政策】 大規模化及び児童数増減に伴う対応 大規模化及び児童数増減に伴う対応 大規模化及び児童数増減に伴う対応
＊ 一小学童保育室空調機更新工事 2,981 老朽化・長寿命化への検討 老朽化・長寿命化への検討 老朽化・長寿命化への検討

＊ 空調設備更新に伴う設計業務委託（３か ＊ 新木小学童屋上、外壁等改修工事設計 1,325 ＊ 二小学童屋上、外壁等改修工事設計 220
＊ 　並木小・湖北台西小・布佐小 901 ＊ 新木小学童屋上、外壁等改修工事 4,868

実施内容 ＊ 並木小学童空調設備更新工事 7,040
＊ 湖北台西小学童空調設備更新工事 3,564

(8)施行事項
費　　用 ＊ 布佐小学童空調設備更新工事 3,718

予算(決算)額 合　　計 2,981 合　　計 15,223 合　　計 1,325 合　　計 5,088
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 15,223 補助率 30 ％ 441 補助率 30 ％ 1,696
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 30 ％ 441 補助率 30 ％ 1,696
起債 充当率 90 ％ 1,700 充当率 0 ％ 0 充当率 80 ％ 300 充当率 80 ％ 1,300

(9)財源内訳
一般財源 1,281 0 143 396

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.58 0.58 0.58 0.58
正職員人件費 5,046 5,162 5,162 5,162

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,027 20,385 6,487 10,250
(11)単位費用

8,027千円／保育室 6,795千円／保育室
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

並木小・湖北台西小・布佐小学童保育室の空調設備は、いずれも設置から２０年以上経過しており新型コロナウイルス感 ○①事前確認での想定どおり
染症対策として、設備の更新が必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 父母会からの要望を参考に事業を実施している。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 仕様書等に環境配慮を明記する。 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(保育室) 目標値(b)(保育室) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(保育室) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
3 3 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 20,385 △12,358
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△153.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.01

保育室 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1874 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 学童保育室施設整備事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 学童保育室の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.58 人）
(1)事業概要

(当　初) 20,385 千円 (うち人件費 5,162 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33103 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画　　健康福祉総

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

待機児童ゼロを堅持するため、保育園や学童保育室など計画的に整備するとともに、多様な保



児童手当の支給
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的
展開方向

図ります。
児童を養育する父母その他の保護者からの申請により支給する。所得制限あり。 令和3年5月～　　児童手当6月定期払い準備
　0歳から3歳の誕生日を迎えるまで　　　　　　　　　　　　　一律  15,000円 令和3年6月8日　 児童手当6月定期払い
　3歳以上12歳到達後最初の3月31日まで　第１子・第２子　　 一律  10,000円 当該年度 令和3年6月上旬　児童手当現況届を受給者へ発送　　提出期限6月30日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第３子以降　　　　 一律  15,000円 執行計画 令和3年10月8日　児童手当10月定期支払い

(3)事業内容 内　　容 　中学生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一律  10,000円 令和4年2月8日　 児童手当2月定期支払い
　所得制限を超えている方　　　　　　　　　　　　　　　　　一律　 5,000円 令和4年1月に端末入れ替えに伴うシステムセットアップを行う。
子育てワンストップサービスの導入 支給対象者数：約9,500人 想定値 15,000当該年度
マイナンバー制度を活用した子育て関連のサービスのワンストップ化を行う。 支給対象児童数：約15,000人 単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 申請者に対し漏れなく支給する 直接 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100 100

令和 4年度 申請者に対し漏れなく支給 直接 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100

令和 5年度 申請者に対し漏れなく支給 直接 適正に支給した件数／総支給件数 ％ 100

国の主要政策である児童手当制度に左右される。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

パート会計年度報酬（事務補助1人） 2,102 パート会計年度報酬（事務補助1人） 2,102 パート会計年度報酬（事務補助1人） 2,102 パート会計年度報酬（事務補助1人） 2,102
パート会計年度報酬（資料整理員2人） 831 パート会計年度報酬（資料整理員2人） 831 パート会計年度報酬（資料整理員2人） 831 パート会計年度報酬（資料整理員2人） 831
パート会計年度期末手当（事務補助1人 142 パート会計年度期末手当（事務補助1人 218 パート会計年度期末手当（事務補助1人 218 パート会計年度期末手当（事務補助1人 218
パート会計年度共済費（事務補助1人） 388 パート会計年度共済費（事務補助1人） 400 パート会計年度共済費（事務補助1人） 400 パート会計年度共済費（事務補助1人） 400
パート会計年度費用弁償(事務補助1人 45 パート会計年度費用弁償(事務補助1人 45 パート会計年度費用弁償(事務補助1人 45 パート会計年度費用弁償(事務補助1人 45
パート会計費用弁償（資料整理員2人） 51 パート会計費用弁償（資料整理員2人） 36 パート会計費用弁償（資料整理員2人） 36 パート会計費用弁償（資料整理員2人） 36
需用費 161 需用費 178 需用費 178 需用費 178

実施内容 役務費 2,099 役務費 2,032 役務費 2,032 役務費 2,032
委託料 1,275 委託料 806 委託料 806 委託料 806

(8)施行事項
費　　用 使用料及び賃貸借料 1,277 使用料及び賃貸借料 1,277 使用料及び賃貸借料 1,277 使用料及び賃貸借料 1,277

扶助費 1,771,260 扶助費 1,700,040 扶助費 1,700,040 扶助費 1,700,040

＊ 子ども福祉システム設定業務委託料 49

予算(決算)額 合　　計 1,779,631 合　　計 1,708,014 合　　計 1,707,965 合　　計 1,707,965
国庫支出金 補助率 70 ％ 1,230,620 補助率 70 ％ 1,212,660 補助率 70 ％ 1,212,660 補助率 70 ％ 1,212,660
県支出金 補助率 15 ％ 270,360 補助率 15 ％ 266,520 補助率 15 ％ 266,520 補助率 15 ％ 266,520
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 278,651 228,834 228,785 228,785

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.47 1.01 1.47 1.47
正職員人件費 12,789 8,989 13,083 13,083

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,792,420 1,717,003 1,721,048 1,721,048
(11)単位費用

119.49千円／人 114.47千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

子育て中の親に対する経済的な支援が重要である。 ○①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当無し

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当無し

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,717,003 75,417
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

4.21

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 5.82

％ 1億円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1987 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 児童手当支給事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 児童手当支給事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成23年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.01 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,717,003 千円 (うち人件費 8,989 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手当や助成金などの経済的支援を行い、子育てに関



支援にかかわる団体と 我孫子市社会福祉協議会の「結婚相談業務」を支援することで、結婚したい方が結婚できる環境を整備し、
施策目的・

(2)目的 の連携を強化するとともに、各団体間の連携を促進します。また、父親の育児参加の促進や地域に根ざした 事業目的 会員の我孫子市定住に繋げます。
展開方向

子育て支援事業の充実、市民への啓発、子育てサークルなどによる自主的な活動の促進など、家庭で孤立し
平成26年度に設置された「少子化対策検討プロジェクトチーム」の提案を受け、平成27年度から社会福祉協 ・結婚相談業務に係る臨時職員（コンシェルジュ）人件費を社会福祉協議会へ補助金として交付。
議会我孫子市結婚相談所を支援することとなった。けやきプラザ11階の市管轄スペースの提供や臨時職員等 ・けやきプラザ11階スペースの提供
人件費の補助等を行い、利用者の利便性を図っている。 当該年度 ・イベント周知の支援
我孫子市結婚相談所は、相談業務を中心に、定期的な婚活イベント等の開催やお見合いを実施している。 執行計画 ・コンシェルジュ会議への参加

(3)事業内容 内　　容

相談・お見合い件数 想定値 550当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 お見合い件数・婚姻数の維持 直接 相談・お見合い件数 件 542 550

令和 4年度 お見合い件数・婚姻数の維持 間接 相談・お見合い件数 件 400

令和 5年度 お見合い件数・婚姻数の維持 間接 相談・お見合い件数 件 300

成婚会員の我孫子市定住になかなか繋がらない問題がある。令和2年度の補助金等検討委員会、及びその結果を受けた市長協議
(7)事業実施上の課題と対応 において、補助金を今後3年間で段階的に縮小してゆき、令和6年度に廃止することが確認された。今後、設置規程や事務取扱要 代替案検討 ○有 ●無

綱の変更、相談日の縮小、利用者への周知、補助金廃止後の事務の在り方等を社会福祉協議会と検討していく必要がある。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 婚活支援事業補助金 2,206 ＊ 婚活支援事業補助金 1,897 ＊ 婚活支援事業補助金 1,331 婚活支援事業補助金 789
＊ 消耗品費 5 ＊ 消耗品費 5 ＊ 消耗品費 5 消耗品費 5

　

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,211 合　　計 1,902 合　　計 1,336 合　　計 794
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,211 1,902 1,336 794

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.4 0.4 0.4
正職員人件費 3,480 3,560 3,560 3,560

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,691 5,462 4,896 4,354
(11)単位費用

9.65千円／件 9.93千円／件
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成26年の「少子化対策検討プロジェクトチーム」の提言を受けて、平成27年、我孫子市社会福祉協議会で実施している ○①事前確認での想定どおり
「結婚相談業務」への支援が開始された。市の支援開始に伴い設置されたコンシェルジュによるきめ細かい対応は、利用 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 者から一定の評価を受けている。しかしながら、当初の目的である少子化対策や我孫子市への定住者増加などについて、 ○要
   背景は？(事業の必要性) 顕著な実績を上げるには至っていない。令和2年度に補助金の段階的な削減が決定されたため、相談所の活動規模は今後 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

縮小していかざるを得ないが、現在登録している会員が不利益を被らないよう、相談体制やイベント開催を確保しながら
、相談所の在り方を検討していく必要がある。また、設置規程や事務取扱要綱などの変更も徐々に行っていく。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 我孫子市民が会員として多く登録しており、また市民向けの ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り イベントも定期的に実施している。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
542 550 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,462 229
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

4.02

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 10.07

件 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2134 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 我孫子市結婚相談事業への支援 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 我孫子市社会福祉協議会 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,462 千円 (うち人件費 3,560 千円）⑦事業費
総事業費 5,462 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33102 重点４ ●有 ○無 (計画名) 第四次子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域全体で子育てを支援する環境をつくるため、保育園・幼稚園・ＮＰＯなど子育て



感染症対策として実施された国の特別定額給付金の対象とならない新生児に対して、新
施策目的・

(2)目的 する負担の軽減を図ります。また、ひとり親世帯に対しても経済的支援を行うとともに、就業支援の充実を 事業目的 生児臨時給付金を給付する。
展開方向

図ります。
令和２年４月２８日から令和３年４月１日までに出生し、かつ、出生により本市の住民基本台帳に記録され ４月～６月　申請の受付、審査、給付
た者に対して、新生児１人につき１０万円を給付する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

適正に給付を行った割合 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 給付金を適正に給付する。 直接 適正に給付した件数／総給付件数 ％ 100 100

令和 4年度 － 0

令和 5年度 － 0

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

新生児臨時給付金 72,000 ＊ 新生児臨時給付金 500
口座振込手数料 80 ＊ 口座振込手数料 1
通信運搬費 73 ＊ 通信運搬費 1
消耗品 4

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 72,157 合　　計 502 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 72,157 502 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0 0
正職員人件費 1,740 1,780 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 73,897 2,282 0 0
(11)単位費用

738.97千円／％ 22.82千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

新型コロナウイルス感染症対策である国の特別定額給付金の対象とならない方に対して経済的支援を行うため。 ○①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,282 71,615
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

96.91

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 4.38

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2278 課コード 1701 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 子ども部・子ども支援課

個別事業 新生児臨時給付金 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ 令和 3年度 ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,282 千円 (うち人件費 1,780 千円）⑦事業費
総事業費 72,157 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33105 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して子育てができるよう、子育て世帯に対して各種手当や助成金などの経済的支援を行い、子育てに関 新型コロナウイルス


